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令和 5年度予算見積調書 課室名:

説明事業

文化資源課
担当名: 文化財活用・博物館担当

内線: 6912 (単位：千円)
会計

N182 文化遺産調査活用事業 一般会
計

教育費 社会教
育費

項
文化財保護費 文化財調査費

番号 事業名

事 業
期 間

平成28年度～ 根 拠
法 令

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例

款

針路 08
分野施策 0802

１　事業の概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

11
11-4

　埼玉の潜在的な歴史文化遺産を掘り起す学術調査を実
施し、その成果を広く公開することによって、県民に埼
玉の魅力を再発見してもらう。
　市町村に対して、文化財の保存活用に関する総合的な
地域計画を策定する支援を行う。
　新しい視点での博学連携プログラムを普及させる。

　ア　無形民俗文化財調査研究費　　　　1,547千円
　イ　自然遺産調査研究費　　　　　　　  574千円
　ウ　地域の文化財保存活用の
　　　地域計画策定支援事業　　　　　　　259千円

(１)事業内容
　　ア　無形民俗文化財調査研究費　　　　県内の無形民俗文化財を掘り起す調査を実施する　　　1,547千円
　　イ　自然遺産調査研究費　　　　　　　県内の自然系の文化財を掘り起す調査を実施する　　　  574千円
　　ウ　地域の文化財保存活用の地域
　　　　計画策定支援事業　　　　　　　　市町村による文化財保存活用地域計画の策定を支援する　259千円
　
(２)事業計画
　　ア　無形民俗文化財のうち「巡り・廻りの民俗行事」についての調査を行い、保存活用のデータとする。
　　イ　自然系文化遺産のうち「入間川流域の自然」をテーマに調査を行い、保存活用のデータとする。
　　ウ　先行事例の調査を行い、市町村職員を対象とした研修会を開催する。
　
(３)事業効果
　　　新たな文化遺産を掘り起こし、埼玉の歴史文化の魅力を広く発信することで、県民が文化財と触れ合う機会を増や
　　し、県民としてのアイデンティティを醸成することができる。
　　　市町村による文化財保存活用地域計画の策定を支援することで、地域社会総がかりの文化財の保存活用を推進し、
　　ひいては、観光振興や地域振興につながることが期待できる。
　

２　事業主体及び負担区分
(県10/10)

３　地方財政措置の状況
普通交付税(その他教育費)(区分)その他教育費(細目)社
会教育費(細節)社会教育・文化財保護費
(積算内容)文化財保護関係補助金等文化財の維持管理経
費、旅費、備品購入費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.9人＝8,550千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

決定額 2,380

前年額 2,756 2,756

― 教育局 182 ―

支え合い魅力あふれる地域社会の構築

2,380 △376

地域の魅力創造発信と観光振興



 

事業名

単位事業名 予算額 1,547千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

旅費 16 0 県内撮影　2回
県内現地調査　2回

需用費 270 △73 消耗品

役務費 43 0 調査概報送付料

委託料 1,218 0 映像記録制作

合計 1,547 △73

単位事業名 予算額 574千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 200 △487 同定謝金

需用費 290 290 調査報告書製本費

　

事業内訳書

文化遺産調査活用事業

無形民俗文化財調査研究費

主な内容

自然遺産調査研究費

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 574千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

役務費 84 30 調査報告書送付料

合計 574 △167

単位事業名 予算額 259千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 59 0 研修講師謝金　1回分
研修講師費用弁償　1回分
文化庁職員費用弁償　1回分

旅費 121 △15 先行事例調査
文化財保存活用地域計画研修会

使用料及び賃借料 79 0 会場借上げ料

合計 259 △15

自然遺産調査研究費

主な内容

地域の文化財保存活用の地域計画策定支援事業

主な内容


